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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　主板と、幅方向両側に円弧状に膨出する被嵌合屈曲片からなる被嵌合部を有する被嵌合
山形部と、幅方向両側に円弧状に膨出すると共に前記被嵌合屈曲片と略同等形状とした嵌
合屈曲片からなる嵌合部を有する嵌合山形部と、該被嵌合山形部側に一体形成された取付
固定部とからなり、前記両被嵌合屈曲片の間隔は、前記両嵌合屈曲片の間隔よりも僅かに
広くなるように、前記両被嵌合屈曲片が両立上り支持部によって支持され、前記主板の幅
方向一方側に前記被嵌合山形部が形成され他方側に前記嵌合山形部が形成され、前記被嵌
合山形部の前記被嵌合部の幅方向両側に傾斜状部が形成され、前記嵌合山形部の前記嵌合
部の幅方向両側に傾斜状部が形成され、前記嵌合山形部の前記傾斜状部は弧状に形成され
、前記嵌合山形部の両傾斜状部の下端は、前記被嵌合山形部の被嵌合部よりも幅方向に広
く形成され、前記被嵌合山形部には前記嵌合山形部が嵌合自在としてなることを特徴とす
る嵌合建築用板。
【請求項２】
　請求項１において、前記取付固定部は、適宜の間隔をおいて対向する立上り支持部と両
立上り支持部の両下端間に形成される底面部とからなる断面略Ｕ字形状の溝状取付固定部
とし、該溝状取付固定部は前記被嵌合部の両被嵌合屈曲片間に略溝状に形成されてなるこ
とを特徴とする嵌合建築用板。
【請求項３】
　請求項１又は２において、前記溝状取付固定部の外方側の立上り支持部は、前記被嵌合
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部の外方側の被嵌合屈曲片の上端側と連続形成されてなることを特徴とする嵌合建築用板
。
【請求項４】
　請求項１又は２において、前記溝状取付固定部の外方側の立上り支持部は、前記被嵌合
部の外方側の被嵌合屈曲片の下端側と連続形成されてなることを特徴とする嵌合建築用板
。
【請求項５】
　請求項１において、前記取付固定部は被嵌合部の外方側の被嵌合屈曲片の下端より立上
り支持部が連続形成され、該立上り支持部の下端に底面部が断面略Ｌ字形状をなすように
形成されたＬ字取付固定部としてなることを特徴とする嵌合建築用板。
【請求項６】
　主板と、幅方向両側に円弧状に膨出する被嵌合屈曲片からなる被嵌合部を有する被嵌合
山形部と、幅方向両側に円弧状に膨出すると共に前記被嵌合屈曲片と略同等形状とした嵌
合屈曲片からなる嵌合部を有する嵌合山形部と、該被嵌合山形部側に一体形成された取付
固定部とからなり、前記両被嵌合屈曲片の間隔は、前記両嵌合屈曲片の間隔よりも僅かに
広くなるように、前記両被嵌合屈曲片が両立上り支持部によって支持され、前記主板の幅
方向一方側に前記被嵌合山形部が形成され他方側に前記嵌合山形部が形成されてなる嵌合
建築用板が構造材上に配置され、前記被嵌合山形部の前記被嵌合部の幅方向両側に傾斜状
部が形成され、前記嵌合山形部の前記嵌合部の幅方向両側に傾斜状部が形成され、前記嵌
合山形部の前記傾斜状部は弧状に形成され、前記嵌合山形部の両傾斜状部の下端は、前記
被嵌合山形部の被嵌合部よりも幅方向に広く形成され、前記構造材上に前記取付固定部が
固着されると共に、前記被嵌合部に隣接の嵌合建築用板の前記嵌合部が嵌合されてなるこ
とを特徴とする嵌合外囲体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、施工性に優れ、経済性も良好で且つ強度を有し、雨仕舞いにも極めて優れた
嵌合建築用板及びその嵌合外囲体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の嵌合建築用板では、隣接する建築用板同士を嵌合により、容易に嵌合することが
できるものであった。そして、これらの建築用板同士によって屋根，壁等の外囲体を施工
するには、吊子や受金具が必要である。この種の吊子や受金具を必要とした構成の外囲体
は、特許文献１に開示されている。
【特許文献１】特開平１０－１３１４１０号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　建築用板を受金具によって、構造材に強固な状態で装着することができるものであるが
、その反面、面積の広い屋根、壁等の外囲体を施工する場合には、多数の受金具を必要と
し、外囲体の施工時において吊子や受金具を装着する工程が必要となり施工の工期が長く
なり、且つ作業も面倒である。このようなことから、屋根,壁等の外囲体の施工性向上や
経済性がより一層要求されているものである。本発明が解決しようとする課題（技術的課
題又は目的等）は、取付固定部を外囲体の主板と一体成形したことにより嵌合建築用板の
部品点数を削減して経済性を良好にしつつ、施工性の向上を実現することである。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　そこで、発明者は上記課題を解決すべく鋭意，研究を重ねた結果、請求項１の発明を、
主板と、幅方向両側に円弧状に膨出する被嵌合屈曲片からなる被嵌合部を有する被嵌合山
形部と、幅方向両側に円弧状に膨出すると共に前記被嵌合屈曲片と略同等形状とした嵌合
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屈曲片からなる嵌合部を有する嵌合山形部と、該被嵌合山形部側に一体形成された取付固
定部とからなり、前記両被嵌合屈曲片の間隔は、前記両嵌合屈曲片の間隔よりも僅かに広
くなるように、前記両被嵌合屈曲片が両立上り支持部によって支持され、前記主板の幅方
向一方側に前記被嵌合山形部が形成され他方側に前記嵌合山形部が形成され、前記被嵌合
山形部の前記被嵌合部の幅方向両側に傾斜状部が形成され、前記嵌合山形部の前記嵌合部
の幅方向両側に傾斜状部が形成され、前記嵌合山形部の前記傾斜状部は弧状に形成され、
前記嵌合山形部の両傾斜状部の下端は、前記被嵌合山形部の被嵌合部よりも幅方向に広く
形成され、前記被嵌合山形部には前記嵌合山形部が嵌合自在としてなる嵌合建築用板とし
たことにより、上記課題を解決したものである。
【０００５】
　請求項２の発明を、請求項１において、前記取付固定部は、適宜の間隔をおいて対向す
る立上り支持部と両立上り支持部の両下端間に形成される底面部とからなる断面略Ｕ字形
状の溝状取付固定部とし、該溝状取付固定部は前記被嵌合部の両被嵌合屈曲片間に略溝状
に形成されてなる嵌合建築用板としたことにより、上記課題を解決したものである。請求
項３の発明を、請求項１又は２において、前記溝状取付固定部の外方側の立上り支持部は
、前記被嵌合部の外方側の被嵌合屈曲片の上端側と連続形成されてなる嵌合建築用板とし
たことにより、上記課題を解決したものである。
【０００６】
　請求項４の発明を、請求項１又は２において、前記溝状取付固定部の外方側の立上り支
持部は、前記被嵌合部の外方側の被嵌合屈曲片の下端側と連続形成されてなる嵌合建築用
板としたことにより、上記課題を解決した請求項５の発明を、請求項１において、前記取
付固定部は被嵌合部の外方側の被嵌合屈曲片の下端より立上り支持部が連続形成され、該
立上り支持部の下端に底面部が断面略Ｌ字形状をなすように形成されたＬ字取付固定部と
してなる嵌合建築用板としたことにより、上記課題を解決した。
【０００７】
　請求項６の発明を、主板と、幅方向両側に円弧状に膨出する被嵌合屈曲片からなる被嵌
合部を有する被嵌合山形部と、幅方向両側に円弧状に膨出すると共に前記被嵌合屈曲片と
略同等形状とした嵌合屈曲片からなる嵌合部を有する嵌合山形部と、該被嵌合山形部側に
一体形成された取付固定部とからなり、前記両被嵌合屈曲片の間隔は、前記両嵌合屈曲片
の間隔よりも僅かに広くなるように、前記両被嵌合屈曲片が両立上り支持部によって支持
され、前記主板の幅方向一方側に前記被嵌合山形部が形成され他方側に前記嵌合山形部が
形成されてなる嵌合建築用板が構造材上に配置され、前記被嵌合山形部の前記被嵌合部の
幅方向両側に傾斜状部が形成され、前記嵌合山形部の前記嵌合部の幅方向両側に傾斜状部
が形成され、前記嵌合山形部の前記傾斜状部は弧状に形成され、前記嵌合山形部の両傾斜
状部の下端は、前記被嵌合山形部の被嵌合部よりも幅方向に広く形成され、前記構造材上
に前記取付固定部が固着されると共に、前記被嵌合部に隣接の嵌合建築用板の前記嵌合部
が嵌合されてなる嵌合外囲体としたことにより、上記課題を解決したものである。
【発明の効果】
【０００８】
　請求項１の発明においては、被嵌合山形部側に取付固定部が一体形成されたものとなっ
ており、嵌合建築用板に取付固定部が予め具備されたものとなっている。従来の吊子や受
金具を不要としているので、その材料費の削減によるコストダウンができ、且つ建築用板
と吊子や受金具との嵌合作業が不要となり施工性を向上させることができる。さらに、前
記被嵌合部と前記嵌合部とが略同等形状に形成されているので、一旦、嵌合すると、弾性
復元力にて両被嵌合屈曲片が両嵌合屈曲片を内部より弾性的に押圧し、密着状態となり防
水機能を有して、シール材等の防水材を不要とし、且つ外れにくい嵌合とすることができ
る。また、請求項１の発明では、前記両被嵌合屈曲片の間隔は、前記両嵌合屈曲片の間隔
よりも僅かに広くなるように、前記両被嵌合屈曲片が両立上り支持部によって支持されて
いるので、被嵌合山形部と嵌合山形部との嵌合状態において、前記被嵌合屈曲片は、前記
嵌合屈曲片を内部より弾性的に押圧する状態となり極めて強固な装着状態にすることがで
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きる。
【０００９】
請求項２の発明においては、前記取付固定部は、適宜の間隔をおいて対向する立上り支持
部と両立上り支持部の両下端間に形成される底面部とからなる断面略Ｕ字形状の溝状取付
固定部とし、該溝状取付固定部は前記被嵌合部の両被嵌合屈曲片間に略溝状に形成された
ことにより、取付固定部は、被嵌合山形部の長手方向に沿って略樋形状に形成されること
となり、力学的強度が向上し、隣接する嵌合建築用板同士の嵌合状態が強固にできるもの
である。請求項３の発明においては、前記溝状取付固定部の外方側の立上り支持部は、前
記被嵌合部の外方側の被嵌合屈曲片の上端側と連続形成されたことによって、被嵌合山形
部は、幅方向において左右対称の形状にすることができ、被嵌合山形部と嵌合山形部とを
嵌合した状態では安定且つ強固な嵌合状態にすることができる。請求項４の発明において
は、前記溝状取付固定部の外方側の立上り支持部は、前記被嵌合部の外方側の被嵌合屈曲
片の下端側と連続形成されたことにより、被嵌合山形部の成形を簡単にできる。
【００１０】
請求項５の発明によって、前記取付固定部は被嵌合部の外方側の被嵌合屈曲片の下端より
立上り支持部が連続形成され、該立上り支持部の下端に底面部が断面略Ｌ字形状をなすよ
うに形成されたＬ字取付固定部としたことで、取付固定部の成形が比較的簡単にできる。
請求項６の発明によって、取付固定部を構造材に装着することで嵌合建築用板の装着も同
時に仕上がり、その被嵌合山形部に次の嵌合建築用板の嵌合山形部を嵌合し、これを順次
繰り返す簡単な作業のみで施工を行うことができ、極めて良好な施工性と経済性を実現す
ることができる。さらに、前記被嵌合部と前記嵌合部とが略同等形状に形成されているの
で、隣接する嵌合建築用板の被嵌合山形部と嵌合山形部との嵌合箇所では、密着状態とな
り雨仕舞いに優れた嵌合外囲体にすることができる。また、被嵌合山形部側に取付固定部
が一体形成されたことにより、嵌合建築用板は、被嵌合山形部及び被嵌合山形部の嵌合箇
所で、極めて強固な構造となり、強度的に優れ、且つ耐久性を有する嵌合外囲体とするこ
とができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施形態について図面に基づいて説明する。嵌合建築用板Ａは、鋼板等
などの金属製から成形されたものであり、図１，図２に示すように、主板１、被嵌合山形
部２、嵌合山形部３及び取付固定部４から構成されている。前記主板１には、その中間に
凹部条１ａが形成されたり、或いはこれと反対に凸部条が形成されることがある。これら
は、補強のために適宜設けられている。前記主板１の幅方向の両側に被嵌合山形部２及び
嵌合山形部３がそれぞれ形成されている。前記被嵌合山形部２及び嵌合山形部３は、略左
右対称であって、約半分の山形の半山形状をなしている。
【００１２】
　前記被嵌合山形部２は、図１（Ｃ），図２（Ａ）,（Ｃ）等に示すように、前記主板１
の幅方向一方側の端部から傾斜状部２１が形成され、該傾斜状部２１の上端に被嵌合部２
２が形成されている。該被嵌合部２２の形状は幅方向両側より円弧状に膨出する被嵌合屈
曲片２２ａ，２２ａが形成されている。前記嵌合山形部３は、図１（Ｃ），図２（Ａ）,
（Ｂ）等に示すように、前記主板１の幅方向他方側の端部から傾斜状部３１が形成され、
該傾斜状部３１の上端に嵌合部３２が形成されている。該嵌合部３２は幅方向両側より円
弧状に膨出する嵌合屈曲片３２ａ，３２ａが形成されている。
【００１３】
　前記被嵌合山形部２の被嵌合屈曲片２２ａ，２２ａと、前記嵌合山形部３の嵌合屈曲片
３２ａ，３２ａとは、略同等（略同一）形状に形成されたものであり、且つ前記嵌合山形
部３の形状は、前記被嵌合山形部２の形状よりも略板厚１枚分だけ小さく（又は略同等と
）なるように形成されている。これによって、前記嵌合建築用板Ａの被嵌合山形部２に、
隣接の嵌合建築用板Ａの嵌合山形部３が上から重ねられて嵌合された状態では密着状態と
なる〔図１（Ｂ）参照〕。このとき、両被嵌合屈曲片２２ａ，２２ａと両嵌合屈曲片３２
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ａ，３２ａとは、密着状態で嵌合される構造となり、水密性を良好にすることができる。
前記被嵌合山形部２には、取付固定部４が一体形成されている。該取付固定部４には、複
数の実施形態が存在する。
【００１４】
　その取付固定部４の第１実施形態は、図１乃至図３に示すように、適宜の間隔をおいて
対向する立上り支持部４１,４１と、両立上り支持部４１,４１の両下端間に形成される底
面部４２とから構成されたものであり、両立上り支持部４１,４１と底面部４２とによっ
て断面略Ｕ字形状をなしている。この取付固定部４は溝状取付固定部４Ａと称する。該溝
状取付固定部４Ａは、前記被嵌合山形部２の長手方向に沿って形成されるものであり、該
被嵌合山形部２と同等の長さとなる。前記両立上り支持部４１,４１の上端は、前記被嵌
合部２２の両被嵌合屈曲片２２ａ，２２ａとの間に連続的に形成され、両被嵌合屈曲片２
２ａ，２２ａの間に前記溝状取付固定部４Ａが位置するようにして形成される。前記溝状
取付固定部４Ａの底面部４２は、前記主板１の高さ位置と略同等となるように設定されて
いる。
【００１５】
　前記溝状取付固定部４Ａの両立上り支持部４１,４１は、前記両被嵌合屈曲片２２ａ，
２２ａの間隔Ｌａが、両嵌合屈曲片３２ａ，３２ａの間隔Ｌｂよりも僅かに大きくなるよ
うに設定される〔図３（Ｂ）参照〕。具体的には両立上り支持部４１,４１は上方に向か
って間隔が広くなるように構成されている。換言すると、両立上り支持部４１,４１は上
方に向かうに従い次第に間隔が広がるように構成されている。
【００１６】
　すなわち、両立上り支持部４１,４１と前記底面部４２とによって、断面略有底Ｖ字形
状をなしている。そして、両立上り支持部４１,４１の上端は、前述したように、両被嵌
合屈曲片２２ａ，２２ａと連続形成されている。溝状取付固定部４Ａは、前述したように
両立上り支持部４１,４１が下方に向かって間隔が狭くなるように構成されているので、
両被嵌合屈曲片２２ａ，２２ａは、間隔が狭められる方向に外力がかかると、相互に離間
しようとする復元力がかかる。
【００１７】
　この溝状取付固定部４Ａの両立上り支持部４１,４１によって、隣接する嵌合建築用板
Ａ，Ａ同士の被嵌合山形部２に嵌合山形部３が嵌合開始するときには、両嵌合屈曲片３２
ａ，３２ａが両被嵌合屈曲片２２ａ，２２ａの間隔を一旦狭くし、両被嵌合屈曲片２２ａ
，２２ａと両嵌合屈曲片３２ａ，３２ａとが嵌合終了する位置に到達すると、両被嵌合屈
曲片２２ａ，２２ａがスプリングバック作用にて広がり、密着状態で嵌合が完了し、防水
機能を有する。
【００１８】
　そして、両被嵌合屈曲片２２ａ，２２ａは、相互に弾性的に間隔を広げる方向に付勢さ
れるので、常時安定した密着状態で嵌合固定力を維持することができる。また、両被嵌合
屈曲片２２ａ，２２ａの間隔Ｌａは、前記両嵌合屈曲片３２ａ，３２ａの間隔Ｌｂより大
きなものであれば、前記両立上り支持部４１,４１は、略垂直且つ平行状とすることもあ
る〔図３（Ｃ）参照〕。また両立上り支持部４１,４１を上方に向かうに従い間隔が狭く
なるように台形状に形成されることもある〔図３（Ｄ）参照〕。前記溝状取付固定部４Ａ
は、両立上り支持部４１,４１のうち、外方側の立上り支持部４１は、前記被嵌合部２２
の外方側の被嵌合屈曲片２２ａの上端側と連続形成されており、両被嵌合屈曲片２２ａ，
２２ａと両立上り支持部４１,４１は略左右対称の形状となる。
【００１９】
　また、取付固定部４の第２実施形態として、前記溝状取付固定部４Ａの外方側の立上り
支持部４１は、外方側の被嵌合屈曲片２２ａの下端側と連続形成されることもある〔図４
（Ｂ），（Ｃ）参照〕。この場合においても、被嵌合山形部２と嵌合山形部３との密着状
態での嵌合構造は、立上り支持部４１が外方側の被嵌合屈曲片２２ａの上端側と連続形成
された第１実施形態の構造と略同様である〔図４（Ａ）参照〕。
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【００２０】
　さらに、取付固定部４の第３実施形態は、図５（Ａ）に示すように、前記取付固定部４
は被嵌合部２２の外方側の被嵌合屈曲片２２ａの下端より立上り支持部４１が連続形成さ
れ、該立上り支持部４１の下端に底面部４２が形成されるものである。前記立上り支持部
４１と前記底面部４２とは、断面略Ｌ字形状をなすように形成され、この取付固定部４を
Ｌ字取付固定部４Ｂと称する〔図５（Ａ），（Ｂ）参照〕。この第３実施形態では、被嵌
合部２２における両被嵌合屈曲片２２ａ，２２ａは、その上端同士が円弧状にて連続して
いるので、曲面の形状をなしている。
【００２１】
　次に、本発明における嵌合建築用板Ａによって、屋根，壁等の外囲体を施工する工程に
ついて説明する。まず母屋，胴縁等の構造材５に最初の嵌合建築用板Ａを載置し、取付固
定部４を前記構造材５上に固定する〔図３（Ａ）参照〕。取付固定部４の固定は、底面部
４２をビス等の固着具６によって行う。前記取付固定部４は、前記被嵌合山形部２の長手
方向に沿って形成されており、取付固定部４の長手方向に沿って、複数の固着具６を等間
隔に配置して固着されることになる。
【００２２】
　次に、新たな嵌合建築用板Ａの嵌合山形部３を、すでに構造材５に固定された嵌合建築
用板Ａの被嵌合部２２上に配置し、該被嵌合山形部２上に押し付けて被嵌合部２２と嵌合
部３２とを密着状態で嵌合させる〔図３（Ｂ）参照〕。このとき嵌合状態は両被嵌合屈曲
片２２ａ，２２ａと両嵌合屈曲片３２ａ，３２ａとが密着状態で嵌合する。これが、幅方
向に順次連結されて、嵌合外囲体が施工されてゆく。
【００２３】
　特に、隣接する嵌合建築用板Ａ，Ａの被嵌合山形部２と嵌合山形部３とを嵌合するとき
には、前記取付固定部４を溝状取付固定部４Ａとしたものでは、被嵌合部２２の幅方向両
側の両被嵌合屈曲片２２ａ，２２ａは、外力にて狭められても弾性復元力が作用するので
、被嵌合山形部２と嵌合山形部３との嵌合が行い易く、前記被嵌合部２２と前記嵌合部３
２とが略同等（略同一）形状に形成されているので、一旦、嵌合すると、弾性復元力にて
両被嵌合屈曲片２２ａ，２２ａが両嵌合屈曲片３２ａ，３２ａを内部より弾性的に押圧し
、前記被嵌合山形部２と嵌合山形部３とは、密着状態で嵌合し、前記被嵌合山形部２と嵌
合山形部３によって構成される嵌合箇所は、シール材等の防水材を不要としながら、良好
な防水機能を有して、且つ外れにくい嵌合とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】（Ａ）は第１実施形態の嵌合建築用板によって施工した外囲体の縦断正面略示図
、（Ｂ）は（Ａ）の（ア）部拡大断面図、（Ｃ）は嵌合建築用板の正面略示図である。
【図２】（Ａ）は第１実施形態の嵌合建築用板の斜視図、（Ｂ）は嵌合山形部箇所の拡大
縦断正面図、（Ｃ）は被嵌合山形部の拡大縦断正面図である。
【図３】（Ａ），（Ｂ）は工程図、（Ｃ）及び（Ｄ）は第１実施形態における取付固定部
の形状の変形例である。
【図４】（Ａ）は第２実施形態の嵌合建築用板によって施工した外囲体の嵌合箇所の拡大
縦断正面図、（Ｂ）は第２実施形態の取付固定部を有する嵌合建築用板の正面略示図、（
Ｃ）は第２実施形態における被嵌合屈曲片箇所の拡大図である。
【図５】（Ａ）は第３実施形態の取付固定部を有する嵌合建築用板の縦断正面略示図、（
Ｂ）は被嵌合山形部及び嵌合山形部の縦断正面拡大図、（Ｃ）は第３実施形態における嵌
合箇所の拡大縦断正面図である。
【符号の説明】
【００２５】
　　１…主板、２…被嵌合山形部、２２…被嵌合部、２２ａ…被嵌合屈曲片、４２…底面
部、
　３…嵌合山形部、３２ａ…嵌合屈曲片、４…取付固定部、４１…立上り支持部、
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　４Ａ…溝状取付固定部、４Ｂ…Ｌ字取付固定部。

【図１】 【図２】
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【図５】
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